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Ⅰ．はじめに
　近年，社会環境の変化による生活習慣病の増加は大き
な問題となっている。食行動，運動，休養などの生活習
慣は幼少年期に形成されることから，早期健康教育の重
要性が強調されている１）。2001年には，母子保健におけ
るヘルスプロモーションとして「健やか親子21」の策
定２）や，2005年の「食育基本法」，「学校養護教諭制度」
の施行などによって，食習慣を重点に置いた学校健康教
育が多く試みられている。一方，学歴社会による子ども
の外遊び時間の減少，都市化の進行とともに遊べる空き
地の減少，少子化などの影響による遊び仲間の減少，す
なわち，運動に伴う遊びの「時間」・「空間」・「仲間」と
いう「３つの間」が失われてきている。学童・思春期は
体力と運動機能の大きく発達する時期であるが，ここ十
数年間は子どもの運動能力と体力の低下およびその両極
化が大きな問題になっている。平成20年に出された『中
央教育審議会答申』では，子どもの健康を保持していく
ために，子どもに基本的な生活習慣の一部である運動習
慣を身に付けさせることの重要性が述べられている。さ
らに，子どもの発達特徴をみると，思春期より学童期
は，運動を主体的に行なう部分が食，休養より多くみら
れるため，学童期を対象にした運動習慣の改善を重点に
置いた健康教育活動が必要と考えた。
　しかし，伝統的な健康教育は教訓的なもので，児童生
徒の個人に対する効果は少なく，情報を与えるだけでは
健康的な態度や行動の変容は起こりにくいため，健康習
慣と関連をもつ共通の決定要素に対し，社会認知的アプ
ローチが必要になってきた３）。社会的認知理論の中核概
念である自己効力感は，ある行動を実行する前に自分が
できるという信念４）を指しており，個人の心理社会的
要因として，健康増進に重要な役割を果すとされてい
る３）。これまでの子どもを対象にした自己効力感と健康
習慣に関する研究では，自己効力感は食行動の改善５），
身体活動の増加６～７）を促進することが示されており，
健康行動変容の重要な構成要素であることが明らかに
なっている。従って，子どもの健康増進を考える際に，
健康知識を普及すると同時に自己効力感を把握し，それ
を高める支援も不可欠であると考えた。
　Bandura８）によれば，自己効力感は自然発生的に生じ
てくるものではなく，「遂行行動の達成」，「言語的説得」，
「代理的体験」，「情動的喚起」という４つの情報源を通
じ，個人が自ら作り出してゆくものである。この４つの
情報源は，自己効力感に影響を及ぼす先行要因とされて
いる。また，学童後期から自己効力感の測定可能とされ
ている９～10）ため，学校の健康教育において，４つの情
報源に働きかけて自己効力感を高めることに焦点を当て
た健康増進プログラムの立案が可能であると考えた。
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学童期の健康増進プログラムの開発と実施
－自己効力感に焦点を当てた生活習慣の介入－
劉　　　新　彦（元千葉大学大学院看護学研究科）
　本研究の目的は，子どもの生活習慣の改善を目指した健康増進プログラムを試みることである。学童・思春期の健康増進
のための統合モデルに基づき，自己効力感に着目した生活習慣の支援プログラムを立案・実施し効果を検討した。学童後期
の自己効力感に焦点を当て，【組織の影響】，【対人関係の影響】，【個人の内的要因】を考慮した学校・家庭・個人に対する
包括的な健康増進プログラムを４週間にわたり実施し，プログラム前後および，支援校と対照校との比較において，生活習
慣，自己効力感等を評価した。その結果，支援校では子どもの取り組み活動に対する自信度，および，運動時間，運動習
慣・食習慣・休養習慣の得点が有意に増加し，支援修了後３ヵ月時点でも維持していた。また，子どもは成功体験を得たり
心地よい感じを得るなどの主観的変化がみられ，親や教員も子どもが達成感を得たり自信がついたなどの変化を感じてい
た。さらに，仲間集団の健康行動の促進や家族の健康意識や健康習慣の改善，教員の子どもの健康行動への意識の向上や子
どもを認めるなどの行動の変化がみられ，本健康増進プログラムの有効性が示された。
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　さらに，健康行動を説明する概念，理論，モデルで
は，個人の心理社会的要因に焦点をあてたものから，人
間の行動が個人要因と環境の相互作用により決定される
という，環境レベルの理論が勧められるようになってき
た。学童・思春期の健康増進に関しては，社会生態学理
論に基づいた統合モデル11）が示されている。社会生態
学理論に基づいた統合モデルでは，同心円の中心に子ど
もの個人的特性があり，その周囲の子どもに近い環境的
要因，末端の公共政策まで広範囲の取り巻く環境の側面
を統合している。また，先行研究12～14）によると，学童
期子どもの健康増進のために，学校，家族および子ども
の個人の３者に対する働きかけを組み合わせた健康増進
プログラムは最も効率であることが示唆されている。
　そこで，本研究では，学童・思春期の健康増進のため
の統合モデルに基づき，子どもの最も身近な環境要因で
ある学校と家族を取り入れ，個人の内的要因である自己
効力感に焦点を当て，運動習慣を重点に置いた健康増進
プログラムを作成し，その効果を検証することとした。
Ⅱ．研究目的
　学童の健康増進を目指し，個人の内的要因である自己
効力感に焦点を当て，環境要因である学校と家族を取り
込み，運動習慣を重点に置いた健康増進プログラムを考
案し，その効果を検証する。
Ⅲ．研究に用いた健康増進プログラム
１．プログラムにおける健康支援の枠組み
　運動習慣に重点をあて生活習慣の全般を向上するため
に，学童・思春期の健康増進のための統合モデルに基づ
き，組織の影響としての学校，対人関係の影響としての
家族と仲間，および，個人の内的要因の３つの側面に対
する支援を組み合わせて，健康増進プログラムの支援モ
デルを作成した（図１）。〈遂行行動の達成〉，〈言語的説
得〉，〈代理的体験〉，〈情動的喚起〉という４つの情報源
が自己効力感の先行要因とされているため，学校，家族
と仲間，および学童に対し４つの情報源に働きかける支
援を行うこととした。すなわち，学校においては，子ど
もの生活習慣と健康に関する知識を向上させ，好ましい
生活習慣の確立を動機づけるための「健康授業による健
康知識の情報提供」。子どもの行動や健康に大きな影響
を与える担任から〈代理的体験〉を得るための「教師の
健康行動の促進」。親の生活習慣から〈代理的体験〉を
得るための「家族の好ましい生活スタイルへの変容の促
進」。また，家族においては，学童期は現実の生活面や
精神的な面で親の助けを必要としている15）ため，〈言語
的説得〉となる「親の子どもへのサポート行動の促進」
を考えた。さらに，学童中期から後期にかけては，仲間
集団活動が最も活発な時期であるため16），仲間から〈言
語的説得〉を得るための「仲間集団の健康行動の促進」
と〈代理的体験〉を得るための「仲間のモデリングの促
進」を取り入れた。モデリングは，Banduraの社会的学
習理論では，モデルを観察することで，新たな行動が学
習されたり既存の行動の修正が行われることをさしてお
り４），自己効力感の変容にも有用とされている17）。また，
個人の内的要因においては，〈遂行行動の達成〉と〈情
動的喚起〉が自己効力感の向上に重要であるため，学校
での休み時間，塾のない日の放課後，休日それぞれに，
運動について自らの目標設定をしてもらうと共に，取組
の自己評価と気持ちや感想を記録するセルフ・モニタリ
ングの技法を用いた。
２．プログラムの目標
　子どもにおいて，運動時間の増加と運動習慣を主とし
た生活習慣のよい変化がみられること。
　家族において，子どもの健康に対する意識と関わる行
動のよい変化，及び担任教員において，子どもの健康に
対する意識と関わる行動のよい変化がみられること，を
目標とした。
３．プログラムにおける健康支援の内容と方法
　図１の支援モデルに基づき，支援校に対して実施す
る。３つの側面における支援を表１に示す。
Ⅳ．研究方法
１．研究対象
　対象学校の選定について，学校の健康活動，行事，学
校の環境，家族の状況および学校周囲の地域環境が類似
しているA市の同じ学区に位置している２つの市立小学
校を支援校と対照校とした。２つの小学校の５年生，各
図１　 自己効力感に焦点を当てた健康増進プログラムに
おける支援の枠組
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３クラス全員を研究対象とした。また，支援校の５年生
の担任教員と５年生の保護者も対象とした。
２．研究デザイン
　準実験研究の対照群事前テスト・事後テストデザイン。
３．プログラムの実施とデータ収集の手順
１）プログラムの実施とデータ収集期間
　2009年11月～2010年３月。
２）プログラムの実施手順
　研究参加への同意が得られた後，支援校と対照校の学
童に，質問紙調査を実施し，ベースラインとした。
　プログラム開始前に支援校では，自己効力感を高める
ために工夫し作成された「外で体を動かしてみよう」を
テーマとした活動ファイルを配布し，最初の１週目にグ
ループで話し合い，子どもの自身の運動目標を設定し
た。その後，自主的取り組みを４週間行い，この間，週
１回の健康授業を実施すると共に，教員，仲間，家族の
アドバスや賞賛，仲間や家族と一緒に目標行動を実践す
ることを促進した。子どもは毎日の行動の自己評価，応
援状況および週ごとに活動後の気持ちや感想をファイル
に記録した。一方，対照校では通常の授業を実施した。
健康支援終了の１週間後，支援開始前と同様の質問紙調
査を支援校と対照校で行い，支援校では，担任教員に対
し面接調査を行った。支援終了３ヵ月後に，支援前・後
と同様の調査票を用い，支援校のみでフォローアップ調
査を行った。（図２）。
３）データ収集方法
　自記式質問紙法により基本情報，坂野らの16項目から
なる一般性セルフ・エフィカシー尺度（GSES）による
自己効力感の測定，運動時間および生活習慣などのデー
タを収集した。生活習慣の調査項目は日本の「健康づく
りのための運動指針」18～19）「食生活指針」20）「休養指針」21）
「睡眠指針」22）および「健康日本21」23）を参考にし作成し
たものである。そのうち，運動，食，休養習慣それぞ
れ８，９，７項目を設定しており，回答は「あてはま
る（４点）」から「あてはまらない（１点）」の４段階と
表１　プログラムにおける健康支援の内容と方法
支　援　側　面 支　　　　援　　　　内　　　　容
組織の影響（学校）における
支援
健康授業による健康知識の情報提供
（１回20分程度の健康授業を週に１回，計４
回）
１回目　〈体を動かしてみませんか〉
２回目　〈ぐっすり眠ろう〉
３回目　〈いろいろな運動・遊びを体験しよう〉
４回目　〈健康のために賢く食べよう〉
好ましい運動，食，休養の生活習慣と健康の関連についての情報提供と，健康行動を行うための動機づけを行う。
教師の健康行動の促進 担任教員に対し，研究者が行う健康授業と自己効力感の理解のための説明への参加。子どもの取り組みを観察してもらい，ファイルに一言の記入を依頼。
対人関係の影響
（家族・仲間）における支援
家族の好ましい生活スタイルへの変容の促進 親向けの資料を配布し，２，３週目に子どもの取り組みに一言を書いてもらい，健康授業の資料にも目を通してもらう。
親の子どもへのサポート行動の促進 親向けの資料配布，活動前に子どもの取り組み目標に親から一言を書いてもらう。
仲間集団の健康行動の促進 目標設定前にグループで話し合うことにより，仲間関係の気付きを促進する。活動中，週ごとの周囲の応援記録と，３週目に友達から一言もらうよう仲間集団の行動実施へ働きかける。
仲間のモデリングの促進 活動前の仲間モデリングを動機付けるため，ほめることについての設問を行う。子どもの互いのモデリングを促進するため，週ごとの応援内容の記録と，友達から一言を書いてもらう。
個人の内的要因（自己効力
感）における支援
行動技法の利用による支援
運動目標の設定
活動前にグループで話し合い，子ども自身が設定する。
設定された目標を親にみてもらい，意見と感想を求める。
セルフ・モニタリング
活動の４週間に渡り，取り組み行動の自己チェックと，子ども自身が目標に向けて毎日の行動に対する努力の評
価，周りの応援状況，自分の感想を活動ファイルに記入する。
自己効力感の情報源に沿った支援
（支援モデルの各側面における支援に取り込
み実施）
遂行行動の達成（成功体験）
毎日，取り組みの自己評価を行う。評価がよかった場合，成功体験が得られ，少しずつに取り組むことで，成功体
験を積み重ねる。
活動終了後，目標達成状況の自己評価を行う。目標達成の数が多いほど，大きな成功体験が得られ，健康行動の継
続につながる。
代理的体験（モデリング）
仲間のモデリング：活動前にグループで話し合うこと，活動の３週目に友達の取り組み行動に一言書くことによっ
て，やりたいことができている友達をモデリングにできる。
親のモデリングの促進：親が自らの健康習慣を子どもに示すことの大切さに関する資料を配布すると共に，子ども
の健康授業の資料に目を通してもらう。
教員のモデリングの促進：健康授業に担任教員に参加してもらう。
言語的説得
仲間の言語的説得の促進：目標設定前にグループで話し合い，アドバイスをもらったり，互いに助け合う。活動の
３週目に友達の取り組み行動に一言を記入してもらう。親の言語的説得の促進：活動前に子どもが立てた目標に対
して親の一言，活動期間に子どもの取り組みに対して一言を記入してもらう。また，子どもの自信を高めるための
方法に関する資料を親に配布する。
担任教員の言語的説得の促進：担任教員に対し，活動前，子どもの自己効力感について説明をし，活動期間に子ど
もの行動に対して一言を記入してもらう。
子ども自身の言語的説得の促進：毎週ごとに，自分の取り組みを振り返り，自分に一言を書き込んでもらう。
情動的喚起
毎週ごとに自分の取り組みを振り返り，その気持ち，感想を活動ファイルに書き込む。活動の最後に，活動の全体
に対する思いや気持ちを活動ファイルに記入してもらう。
図２　プログラムの実施とデータ収集の手順
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し，習慣ごとに得点を算出した。得点が高いほどその習
慣はよいと評価した。また，作成された活動ファイルか
ら，子どもの運動目標の設定・達成の状況，毎日の行動
を「とても頑張った」，「まあまあ頑張った」，「あまり頑
張らなかった」，「全然頑張らなかった」４段階での取り
組みに対する自己評価，また，子どもの自己効力感の測
定を補足するため，取り組み前後に活動を行なう自信の
程度を０から100までのスケールで，子ども自身によっ
て評価した自信度と活動を通した感情的変化，また，活
動過程においての周りの応援と子どもの健康に対する家
族のかかわりおよび家族の活動に対する感想などの情報
を収集した。さらに，プログラムの終了後に支援校の担
任教員を対象に半構成面接を行い，子どもの変化やプロ
グラムに対する評価の情報を得た。
４．分析方法
　質問紙によるデータの統計的解析は，支援前の両学
校の比較にはそれぞれ，χ２検定，対応のない t検定，
Mann-Whitney-U検定を，また，支援前と直後の比較には，
対応のある t検定，Wilcoxon符号付順位検定を，さらに，
支援校にて支援前，直後および追跡の比較は，繰り返し
のある分散分析，Friedmanの検定を行なった。分析には
SPSSver 15.0を使用し，有意確率は５％に設定した。
　活動ファイルにある子どもと親の自由回答および担任
教員に対するインタビューのデータに関しては，ケース
ごとの個別のデータから，支援モデルの要素に沿って内
容を抽出し，分類した。この全経過を通して，小児看護
学研究者のスーパーバイズを受け，妥当性・真実性の確
保に努めた。
５．倫理的配慮
　千葉大学看護学部倫理審査委員会の承認を得た上で実
施した。研究開始に際し，A市教育委員会に研究計画書
を提示し，研究内容を説明し協力を得られた同じ学区
にある２つの小学校を対象学校として紹介してもらっ
た。また，A市教育委員会を通し，本健康増進プログラ
ムを学校健康教育の一環として実施することを学校長に
依頼し同意を得た。学校長に承諾を得たのち，学校の保
健担当者と担任教員に対し，研究の目的，内容，手順を
十分に説明した上で，５年生とその家族への依頼文の配
布と調査票，活動ファイルの配布と回収を依頼した。依
頼文には，対象者の個人を特定されずに集団として統計
処理を行うこと，参加拒否や途中中断でも不利益を被ら
ないこと，データは厳重に管理し，研究の目的以外に用
いないことを明記した。調査票の回収は自由意思の原則
とし，強制しないように伝えた。また，研究が終わった
後，調査票と活動ファイルを調査対象に返却し，研究結
果を報告した。さらに，調査の完了後に対照校に対し，
支援校と同質な健康支援を提供した。
Ⅴ．結　果
１．支援校と対照校における対象者の概要
　支援校と対照校の対象者は，それぞれ109名と117名で
あった。本プログラムは学校健康教育の一環として実施
したため，質問紙の回答は支援校と対照校共に90％以上
の高回答率が得られた。支援前では，支援校と対照校そ
れぞれの回答率は100％と94.9％であった。支援直後に
おいては，支援校で１名が転出したため回答率は99.1％
であり，対照校の回答率は97.4％であった。
　また，支援校のみの追跡調査と活動ファイルとも
99.1％の回答が得られた。支援前の調査時点における対
象者の基本状況（表２）は，２校の学童間に有意差が少
ないことから，２校の比較により健康教育実施の有効性
を検証することが可能であると考えた。
２ ．支援モデルに基づくプログラムの各支援側面におけ
る健康支援の実際とその効果
１）組織の影響（学校）における支援の実際と効果
　学校における支援は，健康授業による健康知識の情報
提供と，教員の健康行動の促進であった。健康授業に
よる健康知識の情報提供では，運動（２回），休養（１
回），食習慣（１回）をテーマに健康授業を１週間毎に
４回実施し，健康知識の情報提供を実施した。また，教
員の健康行動の促進として，活動前に健康行動の変容に
おける先行要因である自己効力感の役割を担任教員に説
明した。活動期間には，子どもを対象に実施した健康授
業に担任教員にも参加を求め，子どもの取り組み行動を
観察してもらった。また，活動の３週目に子どもの行動
に対し，活動ファイルに一言を記入してもらった。
　このような学校における支援の効果として，“子ども
の健康行動に関わる意識が高まった”，“子どもを認めて
あげることが大事だと思うようになった”という，教員
の意識の変化と，“子どもの継続的な行動を促すために，
表２　支援校と対照校の学童の基本状況
項　目
支援校 対照校 pn 人数 （％） n 人数 （％）
性別
男
109
61 （56.0）
117
68 （58.1） ns
女 48 （44.0） 49 （41.9）
兄弟の有無
有
109
94 （86.2）
117
102 （87.2） ns
無 15 （13.8） 15 （12.8）
健康の
自己評価
よい
101
24 （23.8）
109
28 （25.7）
nsまあまあよい 66 （65.3） 68 （62.4）
あまりよくない 10 （ 9.9） 11 （10.1）
よくない 1 （ 1.0） 2 （ 1.8）
塾・習い事に
通う
ある
106
79 （74.5）
111
84 （75.7） ns
なし 27 （25.5） 27 （24.3）
平均値（±標準偏差） 平均値（±標準偏差）
登校所要時間（分） 108 14.8 （±7.9） 111 12.7 （±6.9） 0.037
注）登校所要時間：対応のない t検定；　ほかの項目：χ２検定による有意確率；
　　ns：有意差なし
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子どもの行動をみる／認めるようになった”という，教
員の行動の変化がみられた。
２）対人関係の影響における支援の実際と効果
　⑴　家族の環境における支援の実際と効果
　家族の環境における支援として，家族の好ましい生活
スタイルの変容の促進，および，子どものサポートの促
進を実施した。
　家族の好ましい生活スタイルの変容の促進では，親の
モデリングを促進するため，親が自らの健康な生活習慣
を子どもに示すことが大切であるという説明や健康習慣
づくりのアドバイスなどを記載した資料を配布した。ま
た，活動前に子どもが立てた取り組み目標に一言記入し
てもらうと共に，子どもに対する関心の維持のため，活
動の２，３週目に子どもの行動に一言を活動ファイルに
記入してもらった。さらに，健康知識の提供として，子
どもを対象にした４回の健康授業の資料を家族にも配布
した。これらの支援により，親の自由回答による親自身
の主観的変化として，“家族の運動習慣を主とした生活
習慣が改善した”，“家族の運動意識を主とした健康意識
が変化した”，“家族関係のよい変化があり，楽しみが増
えた”がみられた。
　親の子どもへのサポート行動の促進では，子どもへの
支援方法の紹介として，親子で一緒に運動することの提
案，体を動かすことに有利な環境づくりの方法，子ども
の自信を高める方法，子どもへの奨励などの内容を含ん
だ資料『遊びを見直して，お子様をサポートしましょ
う』を家族に配布した。また，子どもの自己効力感促進
のため，活動前に子どもが立てた取組み目標に一言記入
してもらうと共に，活動の２，３週目に子どもの行動に
一言を活動ファイルに記入してもらった。これらの支援
により，学童の活動ファイルにある「親の健康意識と子
どもの健康に関するかかわり」の親に対する質問項目の
うち，「お子さんの行動を注意している」，「お子さんの
早寝早起きを注意している」，「外遊びなどをするように
お子さんに声をかけている」が増加し，親の主観的変化
として，“活動を通して，子どもの健康に関するサポー
トが増えた”がみられ，親の言語的説得（子どもをほめ
る，励ます）の促進と，親の子どもの健康へのかかわり
の変化がみられた。
　⑵　仲間集団の環境における支援の実際と効果
　仲間集団の環境における支援として，仲間集団の健康
行動の促進，および，仲間のモデリングの促進，を実施
した。
　仲間集団の健康行動の促進では，活動前に目標設定に
ついてグループで話し合う，活動前に「あなたは，ふだ
ん友達をほめてあげますか」の設問をするなど仲間関係
の気付きを促す支援，活動の３週目にクラスの友達に一
言をもらうなど，仲間集団行動への働きかけの支援を
行った。これらの支援によって，子どもの主観的な変化
として，“友達からアドバイスをもらった”，“友達が励
ましてくれた”，“仲間関係のよい変化があった”がみら
れた。また，親が感じた子どもの変化として“友達と活
動するようになった”，教員が感じた子どもの変化とし
て“仲間関係が変化し，集団で健康行動を行うように
なった”がみられた。
　仲間のモデリングの促進としては，活動前に「あなた
は，ふだん友達をほめてあげますか」の設問をするなど
仲間のモデリングの動機づけと，活動の週ごとに友達か
ら応援内容を記録することにより互いにモデリングを促
進する支援を行なった。これらの支援により，３週目に
友達からの一言のなかで捉えた子どもの主観的変化とし
て“友達が一緒に運動したり，教えてくれたので，でき
るようになった”，“友達が○や◎がたくさんあってすご
いと思います。私も頑張ります”など，仲間のモデリン
グの効果がみられた。
３ ）個人の内的要因（自己効力感）における支援の実際
と効果
　⑴　運動目標の設定
　活動後の子どもの主観的な変化から，有効回答の102
名のうち，活動をすることによって成功体験が得られた
子どもは30名，情動的喚起と関連する心地のよい感じが
得られた子どもが59名，自信がつくようになった子ども
も21名おり，自己効力感の向上につながる自己効力感の
情報源が変化した子ども（75.5％）が多くみられた。ま
た，親が感じた子どもの変化では，目標達成ができて
達成感が得られた（７名），心地の良い感覚が得られた
（10名），自信がつくようになった（10名）など，約 1/4
（26.6％）の親が，子どもの自己効力感の情報源の変化
を感じていた。さらに，担任教員に対する面接結果から
も，子どもは達成感と満足感が得られたことや行動の自
信が高くなったことなど，自己効力感の向上につながる
変化が全員から述べられた。
　また，支援前，直後のGSESを従属変数とし，目標の
達成数を独立変数とした一元配置分散分析の結果（表３）
表３　自己効力感GSESと目標達成の関連
項目
目標達成状況
p３つ達成 ２つ達成 １つ達成 達成しなかった
ｎ M （±SD）ｎ M （±SD）ｎ M （±SD）ｎ M （±SD）
支援前の
GSES 16 10.6（±3.2） 48 7.6 （±3.9） 32 7.2 （±3.6） 4 4.5 （±3.4） 0.007
支援直後の
GSES 16 10.8（±3.8） 47 7.9 （±3.7) 30 8.3 （±3.7） 4 4.5 （±2.9） 0.010
注）一元配置分散分析；　Bonferroniによる多重比較；　＊p＜0.05
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では，自己効力感と目標達成との関係を調べた結果では，
目標を３つ達成できた子どもの支援前，直後のGSESが
達成できなかった子どもより有意に高かった（p＜0.05）。
　⑵　セルフ・モニタリング
　セルフ・モニタリングとして，活動の４週間に，取り
組み行動の自己チェックと，子ども自身が目標に向けて
毎日の行動に対する努力を評価し，感想とともに活動
ファイルに記入してもらった。その結果，活動の開始
（１週目）には自己評価の「よく頑張った」「まあまあ頑
張った」を合わせて48.8％であったが，徐々に増加し，
４週目には，59.8％となった。
　活動終了後の目標達成状況について，有効回答が
得られた101名のうち，３つ全部達成できた人は16名
（15.8％），２つ達成できた人は49名（48.5％），１つ達
成できた人は32名（31.7％）であり，１つも達成できな
かった人は４名（4.0％）のみであった。
　また，取り組み行動の自己評価とGSESおよび目標
達成数の相関状況について（表４），４週間に「よく頑
張った」数は，支援直後のGSESおよび目標達成の数と
有意な正の相関がみられ，「全然頑張らなかった」の数
は支援前，直後のGSES，目標の達成数と有意な負の相
関がみられた（p＜0.05）。
３ ．支援校と対照校の子どもの自己効力感・自信度・健
康知識と運動習慣を主とした生活習慣の変化 
１）自己効力感と自信度，健康知識の変化
　GSESによって測定された子どもの自己効力感の平均
値は，支援前8.16±3.94点，支援直後8.56±3.85点，追跡
時点8.75±3.88点であり，支援前より支援後に有意な増
加はみられなかった（表５）。しかし，取り組み活動に
対する自信度は，支援前64.0±19.4，支援直後72.2±20.4
であり，有意な増加がみられた。対照校では，GSESの
増加はみられなかった。健康知識の変化では，客観的な
変化として健康知識が支援前より支援直後が高くなって
おり，追跡時点（支援前2.0±0.9，支援直後2.3±0.9，追
跡時点2.4±1.0）にも高い状態を維持していた。
２）運動を主とした生活習慣の変化
　子どもの運動を主とした健康意識の変化では，子ども
の主観的変化として“運動に対する認識や意識が高まっ
た”があり，親と教員が感じた子どもの変化として“活
動を通して子どもの運動を主とした健康意識が高まっ
た”ことが挙げられていた。生活習慣の変化では，客観
的変化として，運動習慣の得点は支援前25.2±4.6点，支
援直後25.5±4.5点，追跡時点26.2±4.8点と，支援前よ
り支援直後に有意な増加がみられなかったが，追跡時点
に有意に増加していた（表５）。運動習慣のうち，「いつ
表４　取組みの自己評価とGSESおよび目標達成との関連
項　目 よく頑張った数 まあまあ頑張った数
あまり頑張らな
かった数
頑張らなかった
数
支援前のGSES 0.14＊＊ 　0.04 －0.07＊＊ －0.34＊＊
支援直後のGSES 0.22＊＊ －0.03 －0.15＊＊ －0.22＊＊
目標達成の数 0.30＊＊ 　0.08 －0.28＊＊ －0.38＊＊
注）ピアソンの積率相関係数の算出結果；　＊＊p＜0.01　＊p＜0.05
表５　支援校と対照校の子どもの自己効力感・自信度・健康知識と運動習慣を主とした生活習慣の変化
変数
支援校 対照校
n 支援前 支援直後 追　跡 p
多重比較
ｎ
支援前 支援直後 p
　M（±SD） M（±SD） M（±SD） M（±SD） M（±SD）
自己効力感（GSES） 101 8.16（±3.94）＃＃ 8.56（±3.85） 8.75（±3.88） ns 105 6.18（±3.55） 6.41（±4.25） ns
　　　自信度 99 64.0（±19.4） 72.2（±20.4） ＊＊（p＝0.000）
　　　健康知識 100 2.0（±0.9） 2.3（±0.9）＃ 2.4（±1.0） ＊＊（p＝0.002） 104 2.0（±0.8） 2.2（±0.8） ns
1.5M，4.5M＞B
定期的な運動
　　　ある 103 71（68.9） 75（72.8） 73（70.9） ns 107 75（70.1） 78（72.9） ns
　　　週の運動時間 48 6°10′（±5°58′） 6°06′（±5°47′） 8°44′（±11°26′） ＊（p＝0.024） 68 7°44′（±9°35′） 6°16′（±5°38′） ＊（p＝0.039）
4.5M＞B
定期運動以外の体を動かす時間
歩く時間（平日） 77 23′（±21′） 23′（±21′） 22′（±18′） ＊（p＝0.048） 80 23′（±24′） 24′（±26′） ns
1.5M＞B
自転車に乗る時間（平日） 77 23′（±24′） 24′（±24′）＃ 25′（±32′） ns 80 25′（±21′） 19′（±15′） ＊＊（p＝0.002）
運動習慣の合計得点 102 25.2（±4.6） 25.5（±4.5）＃ 26.2（±4.8） ＊（p＝0.048） 103 24.3（±5.6） 24.7（±5.1） ns
4.5M＞B
週２～３回運動をする 107 3.4（±0.8） 3.4（±0.8） 3.4（±0.9） ns 108 3.3（±1.0） 3.4（±1.3） ns
毎日30分運動をする 106 3.1（±1.0） 3.0（±1.0） 3.1（±1.0） ns 107 3.1（±1.1） 3.1（±1.0） ns
いろいろな運動をする 107 2.9（±0.9） 3.0（±1.0） 2.9（±1.0） ns 108 2.8（±1.0） 2.9（±1.0） ns
できるだけ歩くようにする 105 3.0（±0.9） 3.0（±0.9） 3.0（±0.9） ns 107 2.8（±1.0） 2.8（±1.0） ns
いつも楽しく運動をする 107 3.4（±0.8） 3.6（±0.8）＃＃ 3.6（±0.8） ＊（p＝0.020） 107 3.3（±0.9） 3.3（±0.9） ns
1.5M，4.5M＞B
体調に合う運動をする 106 3.5（±0.8）＃ 3.4（±0.8） 3.5（±0.8） ns 107 3.2（±0.9） 3.3（±0.9） ns
外で動かすようにする 106 3.1（±0.9）＃ 3.1（±0.9）＃ 3.1（±0.9） ns 105 2.9（±1.1） 3.0（±1.0） ns
ふだん早足で歩く 106 2.8（±1.0） 3.1（±0.9）＃＃ 3.1（±0.9） ＊＊（p＝0.007） 107 2.7（±1.0） 2.8（±1.0） ns
1.5M，4.5M＞B
食習慣の合計得点 102 28.8（±4.4） 29.5（±4.3）＃ 29.4（±4.9） ＊（p＝0.033） 105 28.2（±5.0） 28.5（±5.2） ns
1.5M，4.5M＞B
休養習慣の合計得点 101 22.4（±3.5） 23.2（±3.2）＃ 23.5（±3.7） ＊＊（p＝0.005） 104 21.6（±4.1） 21.8（±4.2） ns
1.5M，4.5M＞B
〔支援校〕GSES，運動時間，習慣の合計得点：対応のある因子による分散分析；　健康知識，運動習慣の各項目：Friedman検定；　定期運動の有無：Cochran’s Q検定
〔対照校〕GSES，運動時間，習慣の合計得点：対応のある因子によるｔ検定；　健康知識，運動習慣の各項目：Wilcoxon検定；　定期運動の有無：χ２検定；　ns：有意差なし
支援校において，　Bonferroniによる多重比較；　B＝支援前，1.5M＝支援直後，4.5M＝追跡　　　前後差　＊＊：p＜0.01，＊：p＜0.05　　　学校差　＃＃：p＜0.01，＃：p＜0.05
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も楽しく運動をしている」と「ふだん，早足で歩いてい
る」の行動が，支援前より支援直後に有意に改善してお
り，追跡時点まで維持していた。また，食習慣の得点が
支援前より支援直後が高くなっており，追跡時点（支
援前28.8±4.4点，支援直後29.5±4.3点，追跡時点29.4±
4.9点）にも高い状態を維持していた。休養習慣も同様
に（支援前22.4±3.5点，支援直後23.2±3.2点，追跡時点
23.5±3.7点）支援直後の有意な増加と追跡までの維持が
みられた。
３）GSESの変化と生活習慣の変化の関係
　表６に示したように支援前，直後の運動習慣の変化は
食，休養習慣の変化と有意な正の相関が見られた（p＜
0.01）が，GSESの変化は各習慣の変化とは有意な相関
が見られなかった。
Ⅵ．考　察
１ ．支援モデルに基づくプログラムの各支援側面におけ
る健康支援の効果
１）組織の影響（学校）における支援の効果
　組織の影響（学校）における支援は，健康授業による
健康知識の情報提供と，教員の健康行動の促進であり，
支援の効果として教員の意識の変化と，教員の行動の変
化がみられた。学童期では，担任教員が子どもの生活時
間の多くにかかわるため，担任教員のあり方が学級の雰
囲気にも大きく影響する。学校生活を共にするなかで，
子どもは教員の行動，態度，パーソナリティや価値観な
どをよく見て知っており，教員との相互作用で自己の価
値観を形成していくとされている24）。したがって，これ
らの担任教員の変化は，子どもの健康知識，意識および
行動の変化につながると考えられる。
２）対人関係の影響における支援の効果
　家族の環境における支援として，家族の好ましい生活
スタイルの変容の促進，および，子どものサポートの促
進する支援を行ったことにより，親自身の主観的変化と
して，“家族の運動習慣を主とした生活習慣が改善した”，
“家族の運動意識を主とした健康意識が変化した”，“家
族関係のよい変化があり，楽しみが増えた”がみられた。
子どもが立てた目標は，子ども自身の目標であるが，健
康授業の資料を親にも配布したことにより健康知識が深
まったことも加わり，家族が子どもの活動に参加し，家
族全員の運動行動の変容に結びつくと共に，親の健康行
動のモデリングにもつながると考えられた。また，親の
子どもへのサポート行動を促進する支援により，親の言
語的説得（子どもをほめる，励ます）の促進と，親の子
どもの健康へのかかわりの変化がみられた。学童期は親
の影響を大きく受けるため，親の健康行動の変化，特に，
子どもの健康とかかわる行動の変容は，子どもの健康意
識と行動の変化に良い影響を与えると考えられた。
　仲間集団の環境における支援として，仲間集団の健康
行動の促進，および，仲間のモデリングの促進，を実施
した。これらの支援によって，子どもの主観的な変化と
して，仲間関係意識の変化がみられた。また，親が感じ
た子どもの変化として“友達と活動するようになった”，
教員が感じた子どもの変化として“仲間関係が変化し，
集団で健康行動を行うようになった”がみられ，仲間集
団の行動実践を促進した効果があったと考える。
　また，仲間のモデリングの促進により，仲間同士のモ
デリングが促進された。活動は，個人ごとに目標を立て
て４週間で取り組む活動であるが，学年全体で一緒に努
力するという活動でもある。みんなで一緒に努力すること
によって，仲間のなかで自分よりできた人や，自分より頑
張った人はモデリングとなり，自分も努力して他の人のモ
デルになろうとするモデリングの促進ができたと考える。
３）個人の内的要因（自己効力感）における支援の効果
　個人の内的要因の自己効力感への働きかけとして，運
動目標の設定とセルフ・モニタリングを用いて，自己効
力感の情報源に沿った支援を行った。このような支援の
自己効力感への効果について述べる。
　運動目標の設定は，活動前に子ども自身が学校での休
み時間，塾のない日の放課後，休みの日それぞれの時
に，できそうな運動目標を１つずつ立てるものであっ
た。活動後の子どもの主観的な変化から，自己効力感の
向上につながる自己効力感の情報源が変化した子どもが
多くみられた。また，親も担任教員からも自己効力感の
向上につながる変化が述べられた。従って，子どもの健
康習慣の形成を促進するために，子どもが具体的にイ
メージしやすい生活場面ごとに目標設定を行う技法は，
子どもの自己効力感の向上および健康習慣への変容に有
効であると考えられる。
　セルフ・モニタリングとして，活動の４週間に，取り
組み行動の自己チェックと，子ども自身が目標に向けて
毎日の行動に対する努力を評価し，感想とともに活動
ファイルに記入してもらった。その結果，活動の開始か
ら終了にわたって，自己評価の「よく頑張った」の割合
が徐々に上昇し，「頑張らなかった」割合は徐々に減少
表６　支援前，直後のGSESの変化と生活習慣の変化の相関
項　目 GSES 運動習慣得点の変化量
食習慣
得点の変化量
休養習慣
得点の変化量
GSES 1.00
運動習慣得点の変化量 0.26 1.00＊＊
食習慣得点の変化量 0.27 0.39＊＊ 1.00＊＊
休養習慣得点の変化量 0.20 0.45＊＊ 0.43＊＊ 1.00
注）ピアソンの積率相関係数の算出結果；　＊＊p＜0.01　＊p＜0.05　
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していた。目標達成の状況をみると，３つの目標のう
ち，３つ，２つ，１つそれぞれ達成できた子どもを合わ
せると96％であったため，ほとんどの子どもたちは目標
達成による成功体験が得られたと考えられる。子どもの
主観的変化として“成功体験が得られた”，“心地よい感
じがあった”，“自信がつくようになった”もあり，客観
的・主観的データによる評価から，自己効力感に対する
支援の効果があったと考える。
　以上より，毎日の活動に対する自己評価，活動後の気
持ちや感想を記録するセルフ・モニタリング法は，子ど
もが自分の行動を振り返り活動から得られた心地良い感
覚を味わうことができ，自己効力感の向上に有効である
技法と考えられた。
２ ．組織の影響，対人関係の影響，個人の内的要因にお
ける支援を統合し自己効力感の４つの情報源に働きか
けたことによる効果
　本プログラムでは組織の影響，対人関係の影響，個人
の内的要因における支援を統合し自己効力感の４つの情
報源に働きかけた。この効果を，個人の内的要因である
自己効力感と健康知識の変化，運動を主とした生活習慣
の変化について述べる。
１）自己効力感と自信度，健康知識の変化
　一般性セルフ・エフィカシー尺度（GSES）によって
測定された子どもの自己効力感の平均値は，支援前後で
有意な増加はみられず，対照校でもGSESの増加はみら
れなかった。支援前のGSESの平均値を支援校と対照校
で比較した結果では，支援校の方ほうが対照校より２点
ほど高い結果であった。坂野25）が報告した大学生の平
均値は6.58点であり，本調査で対象となった支援校の小
学生の得点は，非常に高かったといえる。従って，支援
前から高いGSESをもっていたことが，支援後に有意な
増加がみられなかった原因の一つと考えられる。また，
支援直後に有意な増加がみられた自信度は，各自の目標
に対する特性的自己効力感と近いと考えられる。健康知
識の変化では，客観的な変化として健康知識が支援前よ
り支援直後が高くなっており，追跡時点にも高い状態を
維持していた。さらに，教員が感じた子どもの変化とし
て“子どもの健康知識の増加”が挙げられていたことか
ら，プログラムの効果として，健康支援の実施による健
康知識の増加のみならず，実施後も知識増加の継続が検
証できた。
２）運動を主とした生活習慣の変化
　子どもの運動を主とした健康意識の変化では，子ども
と教員の主観的変化として運動を主とした健康意識の高
まりが挙げられていた。また，客観的変化として，運動
習慣の得点が支援前と支援直後では有意な増加がみられ
なかったが，追跡時点では有意に増加していた。運動習
慣のうち，「いつも楽しく運動をしている」と「ふだん，
早足で歩いている」は，支援前より支援直後に有意に改
善しており，追跡時点まで維持していた。さらに，食習
慣と休養習慣の得点が支援前より支援直後が高くなって
おり，追跡時点にも高い状態を維持していた。これらの
各時点の生活習慣の変化から，プログラムの実施によ
り，子どもの生活習慣の改善という行動変容のみなら
ず，実施後改善された健康行動を継続させたというプロ
グラムの継続性の効果も検証できた。
　運動，食，休養は毎日の生活にあり，それぞれが互い
に関連し生活習慣を作りあげている。本研究では，運動習
慣の改善と食習慣，休養習慣の改善との有意な相関がみ
られ，生活習慣の改善は追跡時点までの維持がみられた。
従って，運動習慣に重点に置いたプログラムは，学童期か
らのよい生活習慣の育成に有効があると考えられる。
　また，一般性自己効力感のGSESを用い，生活習慣と
の関連を検討した結果，GSESの変化と支援直後の運動
を主とした生活習慣の改善との間には有意な相関はみら
れなかった，坂野らは「一般性自己効力感は，個人が
様々な場面において，自己の行動遂行可能性についてど
のような見通しを持って行動を生起させているかの目安
となるものであり，ある特定の場面における行動遂行に
影響を及ぼすと同時に，個人の行動に対しても長期的に
影響を及ぼしている。ある特定の行動遂行場面では，該
当の行動に対する特性な自己効力感の高さが重要な要因
である」と述べている26）。そのため，一般性自己効力感
と特性的自己効力感の２つの水準は相互に影響し，生活
習慣の特定場面では特性的自己効力感が生活習慣の改善
に働きかけるが，一般性自己効力感も行動変容に導く長
期的で潜在的な影響要因となり得ると考える。今後は，
目標設定した運動習慣の特性的自己効力感を加え包括的
に検討する必要がある。
　
　以上より，組織の影響，対人関係の影響，個人の内的
要因における支援を統合し，自己効力感の４つの情報源
である遂行行動の達成，代理的体験，言語的説得，情動
的喚起に働きかけたことは，自己効力感や健康知識を含
む個人の内的要因を高め，健康意識や運動習慣を主とし
た生活習慣を改善する効果と，改善された健康習慣を維
持する効果があったと考える。
Ⅶ．おわりに
　本研究は，日本の小学校で行った有効な健康増進プロ
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グラムであるが，単一校でのプログラムの実施であり，
限られた実施期間の中で季節の影響も加え，行動に影響
を与える効果を得るのは困難であることから，プログラ
ムの期間，規模をさらに洗練する必要がある。また，他
の健康増進に向けた教育活動との比較は行っていないこ
とから，本研究で得られた支援効果の全てが統合モデル
に基づいた健康増進プログラムの効果とは言い難い。さ
らに，日本のみならず，社会の急速な発展による生活習
慣の大きな変化がもたらした中国都市部の生活習慣病を
予防するために，学童期から行う対応策として本プログ
ラムが活用できる可能性がある。従って，プログラムを
活用し洗練するとともに，中国の現状に適用できるプロ
グラムの開発も今後の課題である。
　本研究は，千葉大学大学院看護学研究科における博士
学位論文の一部である。
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 The purpose of this study was to attempt a children’s program that promotes healthy lifestyle habits. Based on 
an integration model for health promotion in children and adolescent, the lifestyle intervention program that focused 
on self-efficacy was planned and conducted, and its effect was examined. Three intervention components were used in 
this program: organizational influence, interpersonal relationships, and individual factors. This comprehensive health 
program was conducted with the individual subjects in school and at home over a four weeks’ time period. To evaluate 
program effectiveness, surveys of each child’s lifestyle habits and self-efficacy were taken before and after the comple-
tion of the program. Also the comparison between intervention school and control school was performed. As a result, 
there were statistically significant increases in the level of confidence in program activity, physical exercise time, and the 
scores of exercise, eating and rest habits in the intervention school children. And these effects were maintaining also for 
three months after the completion of the program. In addition, children exhibited a subjective change such as getting 
success experience and comfortable feeling. Parents and teachers also felt the change that the children having acquired 
the sense of accomplishment and confidence. Furthermore, health behaviors of peer groups were encouraged. Family 
health awareness and habits were improved. Teachers’ attitudes were improved towards children’s health, and teachers’ 
behaviors were changed to notice children’s health behaviors. Consequently the effectiveness of this health promotion 
program was indicated.
